
（様式） 

市場化テストの実施に関する回答（事務・事業単位） 

地方出先機関名 財務局 府省名 財務省 

事務・事業名 物納された未利用国有地の管理・売却業務 

事務・事業の類型 

 ※ 該当する類型に○印を付けること 

1. 施設の管理・運営 2. 研修  3. 国家試験等  4. 相談 5. 広報・普及啓発 

6. 検査検定 7. 徴収 8. 統計調査  9.公物管理 10.その他  

事務・事業の概要等 物納により引受けた未利用国有地について、売却までの間、周辺の住環境等を良好に維持するため、草刈、

柵・立札設置、及び巡回警備等の管理業務が行われている。 

また、その売却に当たっては、契約担当官は、会計法令の規定に則り、厳正な手続きを行うことが求めら

れ、原則として一般競争入札を実施することとされており、予定価格の決定、入札の公告及び開札、落札者

等との契約締結等の業務を行っている。また、この具体的な売却に当たっては、売却物件の資料の収集、物

件調書の作成、鑑定評価等といった定型的な業務が行われている。 

事務・事業に係る予算額(20 年度) 約 1,776 百万円    

事務・事業に係る定員（20 年度） 上記事務・事業に係る定員はない。（会計法令の規定に基づく契約担当官が実施すべき業務にかかる定員を

除く） 

業務量に関連する指標の実績値 草刈：約 1,500 件、柵設置：約 200 件、巡回警備：約 1,300 件、立札設置：約 550 件、一般競争入札実施件

数：2,559 件（平成 19 年度実績） 

外部資源の活用状況 

（外部委託を実施している場合） 

①草刈、物件調書の作成及びそれにかかる調査、鑑定評価等 

②土地家屋調査士、宅建業者、造園業者、不動産鑑定士等 

③一般競争入札、企画競争 

④支払額 870 百万円他 

⑤該当なし 

市場化テストの実施の可否 

※ 該当する方に○印を付けること 

1. 可 

2. 否 

市場化テストを実施する場合 1. 入札種別（官民競争入札又は民間競争入札） 

2. 入札実施予定時期 

3. 事業開始予定時期 

4. 契約期間 



市場化テストを実施しない場合

の理由 

 

当該業務については、「国の行政組織等の減量・効率化等に関する基本計画（平成 11 年 4 月閣議決定）」

及び「国の行政機関の定員の純減について（平成 18 年 6 月閣議決定）」を受け、すべて民間委託されたとこ

ろであり、改めて市場化テストの検討の対象とすることになじまないものと考える。 

 

（注）従来より、国有財産管理等事務のうち、草刈や物件調書の作成等定型的な事務については、「国の

行政組織等の減量・効率化等に関する基本計画（平成 11 年 4 月閣議決定）」等に基づき、包括的民間

委託を実施してきたところである。 

さらに、民間委託の余地が残されていた分野（公共随契の対象となる財産の鑑定評価等）について

も、「国の行政機関の定員の純減について（平成 18 年 6 月閣議決定）」に基づき、民間委託を実施し

ているところである。 

 



 

 

 

 

財務省財務局の概要 

 

 

 

 

 

 

 

財務省大臣官房地方課 



財務局の役割と使命 
 
○ 財務局は、財務省の総合的出先機関 
   
   財務省の業務のうち、財政及び国有財産関係業務など、税務

以外の全ての業務を行う財務省の総合出先機関 
 

－ 国の予算、財政投融資、国有財産などの財務省の業務を各地

域で実施 

 － 各地域の経済状況を総合的に把握し、財政、税制、為替政策、

金融危機管理などを担う財務省の政策形成に寄与、また、政策

の広報 

 － 金融庁長官の委任を受けて、地域金融機関の検査・監督など

金融庁の業務を第一線で実施 

 

 

○ 全国に１０ヵ所の財務（支）局、４０ヵ所の財務
事務所を設置し、４，７５３人（２０年度末定員）
の職員が業務に従事 
 
 
○ 市場監視体制の強化、貸金業者の業務の適正化、
金融商品取引法の円滑かつ的確な運用、庁舎・宿舎
の移転・再配置計画の着実な実施、地方向け財政融
資資金の融資審査の充実など、近時、財務局の重要
性は益々拡大 
 



財務（支）局・財務事務所等の配置状況

（平成２０年度末現在）

◎ 財　務　局　（９箇所）

○ 財 務 支 局 （１箇所）

○ 財務事務所（４０箇所）

・ 出　張　所（１３箇所）

・

◎札幌

○

○ 旭川

・北見

○ 帯広
○ 釧路

・小樽

○ 函館

○ 青森

○ 盛岡○ 秋田

○

山形
◎

仙台

○ 福島

○

新潟

○

水戸

・
筑波

◎

さいたま

○

前橋

甲府

○

長野

○
千葉

○
東京・

立川

○横浜

○
宇都宮

横須賀

○

○

富山◎
金沢

・
沼津

静岡

○

福井

○ 岐阜

◎名古屋

○○

津

○

大津
○

京都

・
舞鶴

◎
大阪

奈良
○

○
和歌山

○

神戸

倉敷・

○
岡山

・呉
◎
広島

○ 鳥取○

松江
○

山口

・
下関

◎
高松

○

徳島
○

高知

○ 松山

福岡
佐賀

・
佐世保 ・

小倉○

・
名瀬

○

長崎

○大分

○宮崎

◎
熊本

○鹿児島

●那覇（沖縄総合事務局財務部）

●石垣（八重山財務出張所）

●
平良（宮古財務出張所）

沖縄総合事務局財務部

九 州 財 務 局 四 国 財 務 局 近 畿 財 務 局 東 海 財 務 局 関 東 財 務 局

（福岡財務支局） 中 国 財 務 局 北 陸 財 務 局

東 北 財 務 局

北海道財務局



検査総
括課等

金融監
督課等

財務局
職　員

総務部長 管財部長

理　財　部　次　長

主計課等 理財課
(外為検査等)

理財課
(公認会計士)

理財課
(証券監査等)

財　　　務　　　（支）　　　局　　　長

検査監理官 金融監督官
証券取引等
監　視　官

理　　財　　部　　長

財務（支）局への権限の委任と財務局組織

財　務　大　臣

証 券 取 引 等
監 視 委 員 会

金　　融　　庁　　長　　官

公 認 会 計 士・
監 査 審 査 会

委
任

委
任

委
任

委
任

（

犯
則
調
査
除
く

)

（

試
験
実
施

等
除
く

)

委
任



財務（支）局及び財務事務所の組織と主要事務

総 務 部 人事・会計・厚生・広報・情報公開・個人情報保護等

地域経済動向調査

予算執行調査、災害復旧事業費の査定立会、繰越承認、

共済組合の監査等

理 財 部 有価証券報告書等の受理・審査

公認会計士試験の実施

財
務
（

支
）

局

地方銀行、信用金庫、信用組合等の検査・監督

財政融資資金の貸付等

国有財産全体の総合調整（合同庁舎の整備等）

管 財 部 普通財産の管理・処分

国家公務員宿舎の設置・管理

金融商品取引所監理官 金融商品取引所の業務等の監督

証 券 取 引 等 監 視 官 金融商品取引業者等の検査、有価証券報告書の提出者

等の検査、課徴金調査、犯則調査

総 務 課 人事・会計・厚生・広報・情報公開・個人情報保護等

財
務
事
務
所

財 務 課 財政融資資金の貸付等

地域経済動向調査

理 財 課 信用金庫、信用組合等の監督

国有財産全体の総合調整

管 財 課 普通財産の管理・処分

統括国有財産管理官 国家公務員宿舎の設置・管理

（注） 部分は金融庁から委任を受け、金融庁長官の指揮命令の下で行う事務を示す。
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一般競争入札による売却事務

（注）網掛けは民間委託の対象業務。
　　　なお、※のあるものは包括的な民間委託の対象業務。
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組　織　図

財 務 局 総 務 部 総 務 課 財 務 事 務 所 総 務 課 ※入札立会事務

（10箇所） 人 事 課 （40箇所） 財 務 課

会 計 課 ※入札立会事務 理 財 課

経 済 調 査 課 管 財 課

財 務 広 報 相 談 官 統括国有財産管理官

合 同 庁 舎 管 理 官

理 財 部 主 計 第 一 課

主 計 第 二 課

理 財 課

検 査 総 括 課 出 張 所 管 財 課 ※入札立会事務

検 査 指 導 官 （12箇所） 統括国有財産管理官

特別金融証券検査官

統括金融証券検査官

金 融 監 督 第 一 課

金 融 監 督 第 二 課

金 融 調 整 官

融 資 課

管 財 部 管 財 総 括 課

宿 舎 総 括 課

審 理 課

統括国有財産管理官

統括国有財産監査官

首席国有財産鑑定官
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